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１　はじめに

わが国では青果物の産地段階における集
出荷はＪＡなどの系統組織が果たす役割が
大きく、いわゆる主要産地とされるものの
多くは過去において農協主導のもとで形
成・発展してきたケースが多い。その一方
で、現在においても生産者自身による地元
卸売市場への個人出荷（注１）が盛んに行われ
ており、これらは青果物流通において一定

の地位を占めている。そして、このような
個人出荷品は地域の専門小売店で販売され
るだけでなく、その鮮度の良さや生産地が
見えることによる安心感も手伝って、大手
量販店においても高品質な差別化商品とし
て優先的に取り扱われるなど、店頭におけ
る顧客訴求力のあるアイテムとして重要視
されている。特に、都市近郊に展開される
野菜生産地域においてはＪＡによる共販が
盛んでないこともあって、地域内に設置さ
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【要約】

鎌倉市は、歴史ある街として国内外から多くの旅行者が訪れる人気の高い観光地である。
また、野菜をはじめとする園芸が盛んな地でもあり、卸売業者が自社に入荷する地場産野
菜を対象に「鎌倉いちばブランド」の確立に向けた取り組みが鎌倉青果株式会社で行われ
ている。
一時は廃業が検討されるまでに取扱高が減少していた鎌倉青果株式会社だが、ブランド
化により取扱額が拡大しただけでなく、出荷者数の増加や新規販売先の拡大がもたらされ、
市場の活性化に結びついている。一方で、数量的な問題から販売先の求めに充分対応でき
ない状況にあり、今後の課題となっている。

地域流通を担う卸売業者による
地場産青果物のブランド化

～鎌倉いちばブランドの取り組み～
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れている卸売市場は主要な出荷先の一つで
あり、これら市場は地域流通の担い手とし
て不可欠の機能を果たしていることは明ら
かであろう。
しかし、近年においては都市近郊に立地
する卸売市場においても都市化の進展に伴
う農地の改廃、農業生産者や専門小売店経
営者の高齢化および廃業などによって、市
場の経営基盤自体が損なわれつつある。そ
して、このような現状の打開策の一つとし
て、卸売業者が生産者と提携しながら付加
価値の高い差別化商品を開発・認証し、そ
れをオリジナルなブランド品とすることに
よって、市場の活性化を図る方策が考えら
れる。このため、本稿においては、神奈川
県鎌倉市の卸売業者である鎌倉青果株式会
社（以下「鎌倉青果（株）」という）を事
例として、『鎌倉いちばブランド』（以下「い
ちばブランド」という）の確立に向けた取
り組みとその効果について検討したい。
なお、同市場は取扱額的には小規模では
あるものの、その取り組みの具体的内容は
全国のＪＡなどがブランド化を推進し、地

域農業を活性化させていくうえにおいて意
味のある事例となることが期待される
（写真１）。

注１：『平成30年度卸売市場データ集』によれば、平成
29年において中央卸売市場に入荷する野菜の
7.2％、果実の4.4％が個人出荷による。

２　鎌倉市の概要と農業

（１）鎌倉市の概要
鎌倉青果（株）による野菜のブランド化
についてみる前に、鎌倉市の概要と同市に
おける農業生産について確認したい。
鎌倉市は神奈川県の６つの地域区分の
うち横須賀三浦地域（注２）に含まれており、
同地域のなかでは最西端に位置している。
また、市の西側は湘南地域に属する藤沢
市、同じく北側は横浜市と接しており、
大消費地に隣接する位置関係にある。同
市の人口は表１で示すように17万7458
人であることから、市内自体にも大きな
消費需要が存在している。このため、人
口密度についても一人当たり4473平方キ

横浜市

鎌倉市

藤沢市

茅ヶ崎市

横須賀市

逗子市

三浦市

葉山町

横須賀三浦地域

図１　神奈川県鎌倉市の位置
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ロメートルと全国平均のみならず神奈川
県平均と比較しても高くなっており、総
じて都市化の進んだ地域といえる。ちな
みに、後述のように鎌倉青果（株）に入
荷する野菜の生産者の多くは藤沢市やさ
らにその西側に位置する茅ヶ崎市の割合
が高いことから、両市の人口密度につい
ても確認すると、いずれも鎌倉市以上に
高く、都市化が進んだ地域である。
注２：横須賀三浦地域には、鎌倉市以外に横須賀市、

逗子市、三浦市、三浦郡葉山町の４市１町が含
まれている。

（２）鎌倉市の農業
市内の耕地面積は、105ヘクタールと
なっており、十分な農地が確保されてい
るとはいい難い状況であるが、藤沢市で

901ヘクタール、茅ヶ崎市で349ヘク
タールというように周辺地域には比較的
多くの農地が存在している（表２）。また、
農地に占める畑の割合についてみるなら
ば、鎌倉市で99.0％、藤沢市で84.9％、
茅ヶ崎市でも87.7％というように、全国
の45.6％や神奈川県の80.1％と比較し
て畑作に特化した地域となっている。
鎌倉市内には72の農業経営体があり、
うち販売実績のあるものは87.5％で、こ
のうち単一経営経営体（62.5％）の経営
内容をみるならば露地野菜が48.6％と
なっているように、全国平均と比べて露
地野菜の生産が盛んな地域である。同じ
く藤沢市や茅ヶ崎市も一部で果実生産が
行われているが、同様の傾向にある。

表２　神奈川県農業の概要
単位：ha、％、実数、億円

全　国 神奈川県 鎌倉市 藤沢市 茅ヶ崎市
実　数 割　合 実　数 割　合 実　数 割　合 実　数 割　合 実　数 割　合

耕地面積（2015 年） 4,496,000 100.0 19,600 100.0 105 100.0 901 100.0 349 100.0
田 2,446,000 54.4 3,850 19.6 1 1.0 136 15.1 43 12.3
畑 2,050,000 45.6 15,700 80.1 104 99.0 765 84.9 306 87.7

農業経営体（2015 年） 1,377,266 100.0 13,809 100.0 72 100.0 718 100.0 350 100.0
販売のあった経営体 1,245,232 90.4 11,616 84.1 63 87.5 591 82.3 287 82.0

単一経営 990,465 71.9 8,429 61.0 45 62.5 416 57.9 189 54.0
露地野菜 77,279 5.6 3,328 24.1 35 48.6 196 27.3 125 35.7
施設野菜 42,248 3.1 318 2.3 5 6.9 43 6.0 16 4.6
果樹類 123,636 9.0 2,160 15.6 - 0.0 45 6.3 19 5.4

その他 254,767 18.5 3,187 23.1 18 25.0 175 24.4 98 28.0
農業産出額（2014 年） 84,279 100.0 781 100.0 … … … … … …

耕種 53,807 63.8 626 80.2 … … … … … …
野菜 22,421 26.6 444 56.9 … … … … … …
果実 7,628 9.1 88 11.3 … … … … … …

資料：『平成 27 ～ 28 年神奈川農林水産統計年報』による。
注１：耕地面積の畑は普通畑 ･ 樹園地 ･ 牧草地を含む。
注２：販売があった経営体のその他は准単一複合経営及び複合経営経営体である。

表１　神奈川県の土地面積および人口（2017年）

神奈川県 鎌倉市 藤沢市 茅ヶ崎市

総土地面積 241,583（ha） 3,967 6,957 3,570

総人口 9,116,666（人） 177,458 423,246 240,428

人口密度 3,774（人 / ㎢） 4,473 6,084 6,735
資料：『平成27～28年神奈川農林水産統計年報』による。
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農業生産額は、市町別の数値が公開さ
れていないため県全体でみると、神奈川
県では781億円の農業産出額のうち野菜
が56.9％、果実では11.3％を占めている。
全国と比べて、神奈川県は園芸生産の構
成比が高くなっており、都市近郊という
立地環境もあって全県的に園芸生産に特
化する傾向にある。そして、この傾向は
鎌倉市などにおいても同様の傾向にある
と考えられる。
鎌倉市は、比較的都市化の進んだ地域
であることから、市内に青果物の消費需
要が集積されている。一方で、藤沢市や
茅ヶ崎市を含めた地域の農業生産につい
ては、露地野菜を中心とする野菜生産が
行われており、同一地域内に野菜生産と
消費需要が併存した野菜の地域流通が成
立しやすい環境であるといえる。

３　鎌倉青果地方卸売市場の現状

（１）市場の沿革
鎌倉青果（株）が入場する鎌倉青果地
方卸売市場の起源は、おおよそ90年前に
まで遡ることが可能であり、戦前の段階
において鎌倉市民に青果物を供給する市
場として誕生したとされている。1971年
の卸売市場法の制定に伴って地方卸売市
場となり、他市場との合併を経ながら
1982年３月には「地域拠点モデル民営市
場」として、市の補助を受けて現在地に
移転し地域流通の拠点となっている。ま
た、市場開設者であるとともに卸売業者
でもある鎌倉青果（株）は、移転に先立
つ1981年5月に旧卸売業者の業務を発展
的に継承する形で設立されている。
しかし、市場周辺における生産者の減

少に加え、専門小売店などの減少もあっ
て、2012年には市場の廃止が検討され、
取扱額も2014年には過去最低の２億
6200万円にまで落ち込んだ。そのような
背景がありつつも、関係者の協議により
存続の方針が打ち出されたことをきっか
けに、市場の活性化に向けた方策が模索
されることになり、後述する市場ブラン
ドの確立に向けた取り組みにつながって
いる。

（２）市場の概要
鎌倉青果（株）は、湘南モノレール深
沢駅からほど近い鎌倉市梶原360番地に
あり、ＪＲ東海道線の藤沢駅と大船駅か
らもほぼ等距離の場所に立地している。
2017年の年間取扱額は５億5909万円、
従業員は５名となっている（表３）。また、
用地取得にあたって市の協力があったこ
とから、総敷地面積は8300平方メート
ル、卸売場も1500平方メートルの面積
が確保されている（表４）。しかし、同社
の市場施設は1982年の設立当時のもの
が現在まで使用されているように、その
老朽化が課題となっている（注３）。取扱額
は、市場ブランド確立に向けた取り組み
の効果が現れだした2015年以降は上昇
に転じ、2017年には５億5909万円にま
でに回復している（図２）。
注３：2019年10月の調査時現在では市場敷地を含む湘

南深沢駅西側の再開発が予定されており、鎌倉青
果（株）についても代替地への移転が検討されて
いる。このため、現在の市場施設は移転に伴う全
面更新までの使用となることが予定されている。

（３）市場の集荷
鎌倉青果（株）の集荷に関しては、
60％が個人出荷者からとなっており、そ
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れ以外の40％が他市場仲卸業者からであ
る（表５）。このうち個人出荷者について
は登録で280名であり、その所在地域は
同社が所在する鎌倉市内よりも、多くの農
地が存在する藤沢市や茅ヶ崎市の割合が高
く、この２市で個人出荷品の60％程度を
占めている。それ以外にも、西は小田原市、
東は横浜市（戸塚区）、三浦市からの出荷
もみられ、湘南地域および横須賀三浦地域
から広く集荷されている。また特定の品目
に限るならば、みかんは和歌山県、ばれい
しょ、たまねぎでは北海道の個人からの集
荷も行われている。なお、個人からの集荷

に関しては全て委託出荷である。一方、他
市場からの転送集荷については東京都中央
卸売市場豊洲市場と大田市場の仲卸業者
（各１社）から野菜類を、横浜南部市場の
仲卸業者（１社）から果実類を買い付けて
いる（写真２）。

（４）市場の分荷と取引方法
鎌倉青果（株）からの分荷に関しては、
専門小売店や納品業者の割合が高く、全体
の80％を占めている（表６）。そのほか、
都内のスーパー（8％）や都内の外食業者
（7％）、他市場仲卸業者（3％）、地元学校
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表３　鎌倉青果（株）の概要
年間取扱額（2017 年）5 億 5909 万円

従業員数 正社員５人（男性３名、女性２名）

事業内容
青果物の受託販売

販売に係る資材の販売
資料：ヒアリング（2019年）に基づき筆者作成。

表４　鎌倉青果（株）の施設概要
単位：㎡

敷地総面積 8,300
内　訳

卸売場 1,511
倉庫 49
冷蔵庫 56
駐車場 3,300
管理業務事務施設 514
関連商品売場施設 438
ゴミ集積場 16

資料：鎌倉青果（株）資料による。
　注：上記内訳のほかにテナントがある

図２　鎌倉青果株式会社の取扱額推移

資料：平成29年度卸売市場データ集、鎌倉青果（株）資料より作成。
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給食（2％）という構成である。なお、次
章でみるように、これら販売先のうちスー
パー、外食業者および学校給食は、市場ブ
ランドの取り組みが契機となって新たに開
拓された販売先である。
同社の取引方法で特徴的なのは、通常、
仕入価格が決まっている買付の場合はセリ
取引を行わないが、ばれいしょ、たまねぎ
および輸入果実を除き、買付価格に関係な

くセリによって取り引きされている点が挙
げられ、セリ取引率は全体の８割を占める。
一般的に仕入原価のある商品をセリで販売
することには大きなリスクが伴う（注４）。し
かし、セリを行うことで市場に活気がもた
らされるだけでなく、出荷者や売買参加者
にとっての魅力になる（写真３）。鎌倉青
果（株）は取扱規模こそ小さいものの、地
域の出荷者や専門小売店などにとって大き

表５　鎌倉青果（株）の集荷概要
集荷先 構成比

（％） 備　　考

個人出荷者（280 名） 60
個人出荷品の 70％は県内産品
地域的には藤沢市・茅ヶ崎市が多い
一部に和歌山県・北海道等を含む

他市場仲卸業者（3 社） 40 転送集荷品の 80％は県外産品

資料：ヒアリング（2019年）に基づき筆者作成。
　注：出荷者数及び構成比は概数である。

表６　鎌倉青果（株）の分荷概要
集荷先 件数 構成比 備　考

専門小売店・納品業者 71 80 件数は登録数
専門小売店はミニスーパーを含む

都内スーパー 2 8 1 社は場外流通業者が仲介
受賞を機に取引開始

都内外食業者 1 7 他市場卸売業者が仲介
受賞を機に取引開始

他市場仲卸業者 1 3

学校給食 1 2 場外流通業者が仲介
受賞を機に取引開始

資料：ヒアリング（2019年）に基づき筆者作成。
　注：分荷先の構成比は概数である。

写真２　市場に集荷された青果物
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な魅力のある、青果物の地域流通の拠点と
して機能しているといえる。
注４：買付品をセリで販売することには、仕入価格を下

回る価格で落札される可能性があることから卸売
業者の側に大きなリスクが存在するが、取り引き
に参加する売買参加者は大田市場等における相場
を知っており、それを踏まえて相応の価格で競り
落としているため、十分な利益率が維持されてい
るとのことであった。

４　卸売業者によるブランド確立に向けた
取り組み

（１）取り組みの経緯
鎌倉青果（株）によるいちばブランド
の確立に向けた取り組みは、2012年６月
に髙橋伸行氏が代表取締役社長に就任し
たことの影響が大きい（写真４）（注５）。同
氏の就任は市場の継続を前提として、そ
の立て直しのために迎えられたという経
緯によるものである。しかし、前述のよ
うに当時の同社は取扱額の減少が続き、
市場の廃場が検討されるような状況で
あった。このため、社長就任後は中小企
業診断士の資格を持つコンサルタントな
どと協議を重ねながら、市場で取り扱わ
れる青果物、なかでも高品質な野菜のブ

ランド化を図ることを通じて市場の価値
を高めていく方針が打ち出され、いちば
ブランドの確立が志向されることになっ
た。ここでいちばブランドの趣旨を同社
資料から引用するならば、「鎌倉青果市場
に入荷する高品質な野菜を他市場の物と
差別し、ブランド化によって生じた付加
価値を買参人に還元し、地域農業の活性
化に貢献する事。地産地消の優れた野菜
の販路を拡大し地産他消にする」と示さ
れている。
髙橋社長の就任直後には、「鎌倉いちば
ブランド」の商標登録を特許庁に申請し
ており、2013年３月に登録されている。
さらに、ロゴマークの策定にあたっては、
「ロゴマーク審査等委員会」を組織するだ
けでなく、公募を行うことによって案を
広く募集した。公募は同社のホームペー
ジのほか、広範囲に周知するため鎌倉市
役所広報課メディアセンターに協力を仰
ぐとともに、鎌倉市内の高等学校やデザ
イン専門学校、大学などに応募要領を配
布し、さらには地元放送局である鎌倉FM
局などのメディアを活用した宣伝も行わ
れた。その結果、2014年５月末の締め切

写真３　セリ取り引きの様子
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りまでに合計219点の応募があり、委員
会の検討を経て、現在のロゴマークが決
定された。同年11月に特許庁の認可が下
りたことから、12月には記者発表も行っ
ている（表７）。
上記のような取り組みと並行して、各種
メディアを通じた宣伝活動を行い、ロゴ
マーク決定後はロゴマーク入りのスズラン
テープやたばねらテープ（注６）の製作、ブラ
ンド名を用いたのぼり旗の製作・頒布など
が展開され、青果物専門小売店や鎌倉市民

などに対するいちばブランドの普及が行わ
れた（写真５）。

注５：鎌倉青果（株）の代表取締役社長に就任する以前
の髙橋伸行氏は、同社で青果物を購入する青果物
専門小売店の経営者であったが、前社長の引退時
に請われて同社の経営を継承している。

注６：スズランテープ及びたばねらテープはいずれも葉
物野菜等の結束具である。

（２）�ブランド認証制度の概要
　～鎌倉いちばブランド認定基準～
鎌倉青果（株）のいちばブランドの特徴
として、市場に入荷する青果物が全て同ブ
ランド品に該当するのではなく、同社が組
織した「ブランド認定委員会」が承認した
生産者・品目のみが対象となっている点が
挙げられる。ブランド認定委員会は、長年
の経験により高い評価眼をもった鎌倉青果
（株）の役職員５名によって構成されてい
るが、それ以外に買参人および消費者の意
見を反映させるため、３名の買参人が認定
アドバイザーとして参加している。
いちばブランドの定義については、『鎌
倉青果市場周辺産地より出荷される高品
質の野菜、および鎌倉青果株式会社が指
定している産地の果物で、「安心、安全、

写真４　鎌倉市場（株）代表取締役社長
髙橋伸行氏

表７　『鎌倉いちばブランド』確立に向けた取り組み
年月 事　　　　項

2012 年６月 高橋伸行氏が代表取締役社長に就任
2012 年 10 月 ブランドの商標登録出願（翌年 3 月に登録）

2013 年２月 経営革新計画を作成（同年 3 月に神奈川県が承認）
2014 年５月 ブランドのロゴマークを公募（5 月末に締め切り）
2014 年７月 ロゴマークを決定、商標登録を出願
2014 年９月 ブランド認証委員会設立

2014 年 10 月 結束具（スズランテープ・たばねらテープ）のデザインを決定

2014 年 11 月
ロゴマークが特許庁の認可が下りる

「のぼり旗」の頒布開始
「フード・アクション・アワード」審査員特別賞受賞

2014 年 12 年 ロゴマークの記者発表
資料：ヒアリング（2019 年）に基づき筆者作成。
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美味しい」を基本に鎌倉いちばブランド
認定委員会が認めた青果物を鎌倉いちば
ブランドとする』と定められており、認
定委員会によって作成された基準に従っ
て審査が行われている。
この「鎌倉いちばブランド認定基準」は、
市場に入荷する全ての青果物に用いられる
ものであることから、基準自体も抽象的な
表現とならざるを得ないが、いずれにせよ、
いちばブランド品として認められるために
は一般品と比較して何らかの形で優位性や
独自性が存在し、差別化が可能となること
が要件となっている。また、出荷者は生産
に際して栽培開始前に委員会へ申請を行う
とともに、出荷直前にも申請書を提出し、
委員会の審査を受けることが求められてい
る。

（３）いちばブランドの現状と課題
いちばブランドにとって特筆すべきこと
として、2014年の「第６回フード・アク
ション・ニッポン・アワード」における審
査員特別賞の受賞についてみておきたい。
同賞は農林水産省の共催のもと国産農産物
などの消費拡大に寄与する事業者、団体な
どの優れた取り組みを表彰する制度であ
る。同賞の受賞によって、市場の活性化に
も大きな効果がもたらされている。
いちばブランドについては、調査時現在
で同社取扱額の20～ 30％を占めており、
出荷者数では50名にまで拡大している。
市場取扱品に占めるシェアは、時期により
大きく異なっており、総じて地場産野菜の
出回り時期である秋～冬の時期に高くなる
傾向にある。品目的には葉物野菜に限らず
多品目の野菜と一部の果実となっている

写真５　鎌倉いちばブランドのロゴマークとのぼり旗

鎌倉いちばブランド認定基準
〇農薬、化学肥料の低減に努力して安心、安全で美味しい野菜果物を出荷出来る事。

〇生産履歴を提供できる事。

〇他市場の物より優位性、独自性がある野菜を提供できる事。

〇消費者への新たな価値の提供や個性の強調などに努力がなされている事。

〇鎌倉青果株式会社の生産者コード番号を持っている事。
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（表８）。また、一般品を含めた出荷者数も
2015年段階の71名から90名にまで増加
している。このような出荷者の増加は、い
ちばブランド品が一般品の120～ 150％
の価格で取引されているだけでなく、一般
品の価格もいちばブランド品の価格に影響
を受けて、比較的高く維持されていること
が一因となっている。
いちばブランド品を購入する主要な専門
小売店の所在地は、鎌倉市内が中心的であ
り、次いで隣接する藤沢市が多くなってい
るものの、横須賀三浦地域から湘南地域の
東部にかけて比較的広範囲に所在している
（表９）。そして、受賞がもたらした変化の
一つが新たな販路の拡大であり、具体的に
は、前掲の表６にある都内のスーパーや外
食業者及び地元学校給食が新たに確保され

た販売先である。それに加えて、受賞後は
多くのスーパーなどからオファーが寄せら
れたが、市場ブランド品の数量的な問題か
ら対応することができなかったという事実
がある。このため、ブランド品の潜在需要
はさらに大きいことは明らかであり、これ
に対応していくためにも今後は技術力の高
い出荷者の新規確保や既存出荷者の生産拡

表９　市場ブランド品取扱小売店の所在地
所在地 店舗数

鎌倉市 26 店
逗子市 2 店
茅ヶ崎市・綾瀬市 2 店
藤沢市 10 店
三浦郡（羽山町） 2 店
横須賀市 2 店
横浜市 3 店

資料：鎌倉青果（株）資料による。

表８　鎌倉いちばブランドの主要品目

野
　
菜

根菜類 だいこん、丸だいこん、三浦大根、かぶ、ラデッシュ、ごぼう、さといも、ばれいしょ、
かんしょ、たまねぎ、たけのこ　など

葉茎菜類
ほうれんそう、こまつな、しゅんぎく、長ねぎ、わけぎ、キャベツ、レタス、サニーレタ
ス、サラダ菜、セロリ、ブロッコリー、カリフラワー、みずな、ふきのとう、ふき、きゃ
らぶき、なばな、モロヘイヤ　など

果菜類
きゅうり、なす、小なす、かぼちゃ、ズッキーニ、そうめんかぼちゃ、トマト、オクラ、冬瓜、
ししとう、さやいんげん、さやえんどう、スナップエンドウ、グリーンピース、えだまめ、
そらまめ、スイートコーン、ベビーコーン　など

香辛野菜 しょうが、みょうが　など
きのこ類 しいたけ　など

果実 ぶどう、もも、みかん、かき、レモン　など
 資料：鎌倉青果（株）資料による。

写真６　鎌倉いちばブランドの野菜（左からこまつな、しゅんぎく、だいこん）
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大が課題となっている。
以上、みてきたように鎌倉青果（株）に
よる市場ブランド確立に向けた取り組みに
よって、市場の出荷者や販売先の増加に加
えて取扱品単価の上昇がもたらされ、取扱
額の増加に結びついている。

５　いちばブランド野菜の生産者

以下では、鎌倉青果（株）の利用者につ
いて紹介し、卸売市場およびいちばブラン
ドの利用状況や評価について報告する。

（１）葉物野菜の生産者
川戸吉隆氏（写真７）は横浜市戸塚区
俣野町で主として葉物野菜の生産を行っ
ている。圃場面積は露地75アール、施設
25アールとなっており、年間を通じてこ
まつな、ほうれんそう、かぶ、しゅんぎく、
紅紫

し

蘇
そ

などのいちばブランド野菜を栽培
している。このうち、中心となる品目は
こまつな（金額割合で40％）とほうれん
そう（同30％）であり、それ以外の品目に
ついては特定品目の連作を避けるため作

付けのローテーションに組み入れている。
川戸氏は年により変動はあるものの、年
間2000万円程度の販売を行っている。こ
のうち鎌倉青果（株）への出荷額は４割を
占める。同時に地元のＡコープのイン
ショップコーナーや農産物直売所でも販売
しているが、長年にわたって中心的な販売
先として利用されてきたのが卸売市場であ
り、現在においてもその位置付けに変化は
ない。ただし、市場はその時々の状況によ
り相場が変動することから、相場低迷時の
リスクヘッジとして複数の販売先が必要と
なっていることが、Ａコープなどを併用す
る理由である。同氏によれば、鎌倉青果
（株）にはブランド品を求める買参人が多
数存在していることから、相場も比較的高
く維持される傾向にあり、出荷者からみて
魅力の高い市場であるとしている。

（２）果菜類の生産者
生産者の２人目として、鎌倉市周辺で
は比較的少ない果菜類を生産する石井大
輔氏（写真８）についてみていきたい。
同氏は鎌倉市関谷においていちばブラン
ドである施設栽培のトマトときゅうりを

写真７　葉物生産者　川戸吉隆氏と圃場
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栽培している。このうち、トマトの施設
規模はハウス２棟で約1620平方メートル
であり、出荷期間は10月から翌年夏頃ま
でである。一方、きゅうりについては、
ハウス２棟で約1458平方メートル、出荷
期間は４～７月と９～ 12月となってい
る。22年前からロックウールを用いた水
耕栽培を行っており、施設規模に制約が
あるなかで生産性の高い生産が行われて
いる。しかし、2019年の台風15号によ
り施設に深刻な被害が生じたことから、
調査時においては新たな施設を設置して
いるところであった。新施設では、生産
管理などの諸作業をコンピュータ制御に
よって行うこと予定している。
石井氏の野菜出荷額は年間1500万円と
なっているが、販売先でみれば鎌倉青果
（株）が70％を占めており、それに加え
て地元スーパーへの納品（商流はＪＡを
経由（注８））などが行われている。このよう
に同氏の販売は鎌倉青果（株）がメイン
であり、それ以外は補完的な位置付けで
ある。同氏は４年前に市場ブランドの認
証を取得しているが、販売先として鎌倉
青果（株）を重要視する理由として、い

ちばブランドならば同じ品目の一般品よ
りも高い相場での販売が実現できるとこ
ろが大きいと述べている。

注８：同地域のＪＡは共販を行っていないことから、生
産者の販売に対する支援は農産物直売所の設置か
このような間接的な形とならざるを得ないとのこ
とであった。

６　いちばブランド野菜の取扱業者

続いて、鎌倉青果（株）でいちばブラン
ドを含む地場産青果物を購入する事業者に
ついてみていきたい。有限会社小川商店
（以下「（有）小川商店」という）は、大船
駅にほど近い鎌倉市台にある食料品販売業
者である（写真９）。同社の年間販売額は
３億5000万円となっているが、このうち
８割程度は野菜類によって占められてい
る。また、その販売方法は店頭での対面販
売が１割程度であるのに対し、事業者など
への納品が９割を占めていることから、同
社は小売業者というよりも納品業者として
の性格が強い。ちなみに、納品先は外食業
者や学校給食、病院、社員食堂などであり、
総数では200件を超えている。

写真８　果菜類の生産者　石井大輔氏と施設
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（有）小川商店の青果物の仕入先は、横
浜市中央卸売市場本場や湘南藤沢地方卸
売市場の割合が高いが、販売先からの要
望が高い地場野菜を調達するために鎌倉
青果（株）を併用し、年間1000万円程度
を同社から購入している。（有）小川商店
によれば、納品先の外食業者のなかには
いちばブランドを指定して発注してくる
ものも多く、このため鎌倉青果（株）は
不可欠な仕入先であるとともに、同社に
はいちばブランド品でなくても新鮮な地
場産青果物が入荷していることも魅力で
あるとしている。
以上、鎌倉青果（株）にいちばブラン
ド品を出荷する生産者と購入する事業者
の双方からその利用状況と評価を確認し
たが、いずれについてもブランド品に対
して高い評価がなされていた。

７　おわりに

本稿においては鎌倉青果地方卸売市場
の卸売業者である鎌倉青果（株）を事例
に、同社による「鎌倉いちばブランド」
確立に向けた取り組みについてみてきた。
その結果、取扱額の減少によって一時は

営業の継続が危ぶまれた同社は、いちば
ブランドの取り組みに加えて「フード・
アクション・ニッポン・アワード」にお
ける受賞もあって、新規出荷者や販売先
が増加するだけでなく、市場における取
引単価の上昇がもたらされ、その結果は
取扱額の増加となって現れていた。それ
に加えて、出荷者においてもいちばブラ
ンドの認証を取得することによって、出
荷額の増加に結びついていることは容易
に想像されるところである。
それと同時に、鎌倉青果（株）で青果
物を購入する流通業者にとっても、納入
先や消費者のいちばブランドに対する支
持もあって、経営の活性化に結びついて
いることは間違いのないところであろう。
しかし、冒頭でも述べたとおり本稿で検
討した事例は規模的に小さく、また取り組
みを開始してから時間的な経過が短いこと
もあって、取り組みに対する最終的な評価
を行うにはいささか時期尚早であるかもし
れない。しかし、将来的な継続に課題が多
いとされる都市近郊農業に対する活性化策
として、鎌倉青果（株）によるいちばブラ
ンドの確立に向けた取り組みは検討に値す
るものということができる。

写真９　野菜の納品業者である（有）小川商店と販売される鎌倉いちば野菜
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